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決 算 取 締 役 会 開 催 日  平成15年5月13日 中 間 配 当 制 度 の 有 無   有 
定 時 株 主 総 会 開 催 日  平成15年6月25日 単 元 株 制 度 採 用 の 有 無   有(１単元 50株) 
 
１．平成15年３月期の業績(平成14年４月１日～平成15年３月31日) 
(1)経営成績     (百万円未満切捨)

 売 上 高 営 業 利 益 経 常 利 益 

 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 
15年３月期  33,237 (4.0)   3,801 (△9.9)   3,819 (△10.2) 
14年３月期  31,967 (31.5)   4,218 (28.3)   4,253 (28.8) 

       

 当期純利益 
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

株 主 資 本 
当期純利益率 

総 資 本 
経常利益率 

売 上 高 
経常利益率 

 百万円 ％ 円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 
15年３月期 2,045 (△14.3)  349 96  ――  20.1  25.6  11.5 
14年３月期 2,385 (28.4)  411 89  ――  28.2  32.2  13.3 

 (注)1.期中平均株式数     15年３月期  5,783,793株   14年３月期  5,791,888株 
2.会計処理の方法の変更  無 
3.売上高、営業利益、経常利益、当期純利益におけるパーセント表示は、対前期増減率 
 

(2)配当状況       
１株当たり年間配当金 

 
 中 間 期 末 

配当金総額 
( 年  間 ) 配 当 性 向 株主資本配当率 

 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 
15年３月期 60 00  30 00  30 00  346 16.9  3.2 
14年３月期 60 00  25 00  35 00  347 14.5  3.7 

 (注)15年３月期期末配当金の内訳   記念配当 ―円―銭   特別配当 ―円―銭 
 
(3)財政状態    (百万円未満切捨)

 総 資 産 株 主 資 本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本 

 百万円 百万円 ％   円  銭 
15年３月期  15,743  10,947 69.5 1,900  21 
14年３月期  14,100  9,426 66.9 1,627  53 

 (注)1.期末発行済株式数  15年３月期  5,761,432株   14年３月期  5,791,772株 
2.期末自己株式数   15年３月期    30,488株   14年３月期     148株 
 

(4)キャッシュ・フローの状況   (百万円未満切捨)

 
営 業 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

投 資 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

財 務 活 動 に よ る 
キャッシュ・フロー 

現金及び現金同等物 
期 末 残 高 

 百万円 百万円 百万円 百万円 
15年３月期  1,346 △1,110 △  503    5,360 
14年３月期  1,789 △ 942 △ 434 5,627 

 
２．平成16年３月期の業績予想(平成15年４月１日～平成16年３月31日)  (百万円未満切捨)

１ 株 当 た り 年 間 配 当 金 
 売 上 高 経 常 利 益 当期純利益 

中 間 期 末  
 百万円 百万円 百万円 円  銭 円  銭 円  銭 

中 間 期 14,000  1,290   708 35 00  ―― ―― 
通 期 30,000  3,110  1,746 ―― 35 00  70 00  

(参考) １株当たり予想当期純利益(通期)       303円05銭 
※業績予想につきましては、現時点で入手可能な情報に基づき作成したものであり、様々な不確定要素が内在しておりま
すので、実際の業績はこれらの予想数値と異なる場合があります。なお、上記予想に関する事項は、決算短信（連結）
添付資料の５ページを参照して下さい。 
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１．個 別 財 務 諸 表 等 
(1)貸 借 対 照 表     (単位：千円)

第 15 期 
(平成14年３月31日現在) 

第 16 期 
(平成15年３月31日現在) 

比較増減(△) 期 別 
 

科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

(資 産 の 部)   ％  ％  
Ⅰ 流 動 資 産       
１．現 金 及 び 預 金  5,627,878  5,360,610  △  267,267 
２．受 取 手 形  ―  270  270 
３．売 掛 金  3,819,709  5,213,132  1,393,423 
４．有 価 証 券  9,873  ―  △  9,873 
５．仕 掛 品  240,008  169,295  △   70,713 
６．貯 蔵 品  4,498  2,514  △    1,984 
７．前 払 費 用  197,923  215,024  17,101 
８．繰 延 税 金 資 産  245,179  332,861  87,682 
９．短 期 貸 付 金  300,000  300,000  ― 
10．未 収 入 金  92,272  140,347  48,074 
11．そ の 他  38,152  33,583  △  4,568 
12．貸 倒 引 当 金  △ 4,350  △ 15,551  △  11,200 
流 動 資 産 合 計  10,571,145 75.0 11,752,088 74.6 1,180,943 

Ⅱ 固 定 資 産       
１．有 形 固 定 資 産 ※２      
(1)建 物  674,357  703,563  29,205 
(2)器 具 及 び 備 品  544,123  612,796  68,672 
(3)土 地  51,218  79,534  28,315 
有 形 固 定 資 産 合 計  1,269,699 9.0 1,395,893 8.9 126,193 

２．無 形 固 定 資 産       
(1)電 話 加 入 権  95,594  79,587  △ 16,006 
(2)ソ フ ト ウ ェ ア  153,019  169,261  16,242 
(3)そ の 他  1,345  1,196  △     149 
無 形 固 定 資 産 合 計  249,958 1.8 250,045 1.6 86 

３．投資その他の資産       
(1)投 資 有 価 証 券  419,513  359,117  △  60,396 
(2)関 係 会 社 株 式  109,284  300,000  190,715 
(3)長 期 貸 付 金  6,656  4,411  △   2,245 
(4)従業員長期貸付金  150  2,139  1,989 
(5)長 期 前 払 費 用  1,325  4,950  3,624 
(6)繰 延 税 金 資 産  62,620  75,931  13,310 
(7)敷金及び保証金  1,301,234  1,457,147  155,913 
(8)そ の 他  108,586  145,712  37,125 
(9)貸 倒 引 当 金  ―  △ 3,984  △   3,984 
投資その他の資産合計  2,009,372 14.2 2,345,426 14.9 336,054 

固 定 資 産 合 計  3,529,031 25.0 3,991,365 25.4 462,334 
資 産 合 計  14,100,176 100.0 15,743,454 100.0 1,643,277 
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     (単位：千円)
第 15 期 

(平成14年３月31日現在) 
第 16 期 

(平成15年３月31日現在) 
比較増減(△) 期 別 

 
科 目 金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 

(負 債 の 部)   ％  ％  
Ⅰ 流 動 負 債       
１．買 掛 金  402,782  309,051  △  93,730 
２．短 期 借 入 金  10,000  ―  △  10,000 
３．未 払 金  2,016,056  2,206,007  189,951 
４．未 払 法 人 税 等  965,333  1,259,269  293,935 
５．未 払 消 費 税 等  512,528  372,537  △ 139,991 
６．前 受 金  109,837  7,554  △ 102,282 
７．預 り 金  117,969  59,599  △  58,369 
８．前 受 収 益  18  ―  △    18 
９．賞 与 引 当 金  400,000  428,000  28,000 
10．そ の 他  2,033  12,717  10,683 

流 動 負 債 合 計  4,536,558 32.1 4,654,737 29.6 118,178 

Ⅱ 固 定 負 債       
１．退 職 給 付 引 当 金  89,299  75,853  △  13,445 
２．役員退職慰労引当金  48,052  63,451  15,398 
３．そ の 他  ―  1,470     1,470 
固 定 負 債 合 計  137,352 1.0 140,775 0.9 3,423 
負 債 合 計  4,673,910 33.1 4,795,512 30.5 121,601 

       
(資 本 の 部)       

Ⅰ 資 本 金 ※１ 998,256 7.1 ― ― △  998,256 
Ⅱ 資 本 準 備 金  1,202,750 8.5 ― ― △1,202,750 
Ⅲ 利 益 準 備 金  127,000 0.9 ― ― △ 127,000 
Ⅳ そ の 他 の 剰 余 金       
１．任 意 積 立 金       
  別 途 積 立 金  4,528,300  ―  △4,528,300 
２．当 期 未 処 分 利 益  2,563,712  ―  △2,563,712 
そ の 他 の 剰 余 金 合 計  7,092,012 50.3 ― ― △7,092,012 

Ⅴ その他有価証券評価差額金  7,842 0.1 ― ― △  7,842 
Ⅵ 自 己 株 式  △ 1,596 △0.0 ― ― 1,596 

資 本 合 計  9,426,265 66.9 ― ― △9,426,265 
       

Ⅰ 資 本 金 ※１ ― ― 998,256 6.3 998,256 
Ⅱ 資 本 剰 余 金       
１．資 本 準 備 金  ―  1,202,750  1,202,750 
資 本 剰 余 金 合 計  ― ― 1,202,750 7.6 1,202,750 

Ⅲ 利 益 剰 余 金       
１．利 益 準 備 金  ―  127,000  127,000 
２．任 意 積 立 金       
 (1) 固定資産圧縮積立金  ―  13,620  13,620 
 (2) 別 途 積 立 金  ―  6,478,300  6,478,300 
３．当 期 未 処 分 利 益  ―  2,243,744  2,243,744 
利 益 剰 余 金 合 計  ― ― 8,862,664 56.3 8,862,664 
Ⅳ その他有価証券評価差額金  ― ― 3,897 0.0 3,897 
Ⅴ 自 己 株 式 ※３ ― ― △ 119,626 △ 0.7 △ 119,626 

資 本 合 計  ― ― 10,947,941 69.5 10,947,941 
負 債 ・ 資 本 合 計  14,100,176 100.0 15,743,454 100.0 1,643,277 
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(2)損 益 計 算 書      (単位：千円)
第 15 期 

自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

第 16 期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

比較増減
(△) 

             期 別 
 

科 目 
金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

   ％   ％  
Ⅰ 売 上 高         

１．テレマーケティング業務収入  31,484,659   33,103,131    

２．その他の収入及び商品売上  482,969 31,967,628 100.0 134,048 33,237,179 100.0 1,269,551 

Ⅱ 売 上 原 価         

１．テレマーケティング業務収入原価  24,048,801   26,138,693    

２．その他の原価及び商品売上原価  408,405 24,457,206 76.5 111,316 26,250,009 79.0 1,792,802 

売 上 総 利 益   7,510,421 23.5  6,987,170 21.0 △523,251 

Ⅲ 販売費及び一般管理費         

１．広 告 宣 伝 費  175,775   24,507    

２．貸倒引当金繰入額  3,096   17,058    

３．役 員 報 酬  110,558   112,261    

４．従 業 員 給 与 手 当  703,764   759,003    

５．臨時勤務者給与手当  385,172   413,293    

６．従 業 員 賞 与  113,355   111,518    

７．賞与引当金繰入額  108,997   112,074    

８．退 職 給 付 費 用  10,859   20,770    

９．役員退職慰労引当金繰入額  13,533   15,398    

10．法 定 福 利 費  163,917   201,151    

11．福 利 厚 生 費  63,591   56,886    

12．旅 費 交 通 費  71,479   65,516    

13．通 信 費  94,354   116,380    

14．外 注 費  163,680   109,573    

15．家 賃  331,491   411,496    

16．減 価 償 却 費  91,999   106,664    

17．支 払 リ ー ス 料  7,894   6,769    

18．事 務 消 耗 品 費  109,255   80,533    

19．支 払 手 数 料  219,600   201,008    

20．そ の 他  349,381 3,291,756 10.3 243,618 3,185,483 9.6 △106,273 

営 業 利 益   4,218,665 13.2  3,801,686 11.4 △416,978 

Ⅳ 営 業 外 収 益         

１．受 取 利 息  1,645   1,058    

２．有 価 証 券 利 息  524   ―    

３．仕 入 割 引  68   ―    

４．受 取 保 険 配 当 金  2,373   5,441    

５．受 取 手 数 料  6,561   5,736    

６．補 助 金 収 入  20,000   ―    

７．そ の 他  4,893 36,066 0.1 7,223 19,461 0.1 △16,605 

Ⅴ 営 業 外 費 用         

１．支 払 利 息  146   102    

２．そ の 他  646 792 0.0 1,364 1,467 0.0 674 

経 常 利 益   4,253,938 13.3  3,819,680 11.5 △434,258 

Ⅵ 特 別 利 益         

１．受 取 違 約 金  ―   3,152    

２．そ の 他  ― ― ― 1,149 4,302 0.0 4,302 
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第 15 期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

第 16 期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

比較増減
(△) 

期 別 
 
科 目 

金 額 百分比 金 額 百分比 金 額 

   ％   ％  
Ⅶ 特 別 損 失         

１．固 定 資 産 除 却 損 ※１ 24,900   123,300    

２. 固 定 資 産 売 却 損 ※２    24,883    

３．投資有価証券評価損  1,504   30,416    

４．電話加入権評価損 ※３ 31,503   17,980    

５．そ の 他  5,995 63,903 0.2 22,253 218,834 0.7 154,931 

税 引 前 当 期 純 利 益   4,190,035 13.1  3,605,147 10.8 △584,887 

法人税、住民税及び事業税  1,776,363  5.5 1,657,986  4.9 △118,377 

法 人 税 等 調 整 額  28,072 1,804,436 0.1 △ 97,953 1,560,032 △0.3 △126,025 

当 期 純 利 益   2,385,599 7.5  2,045,115 6.2 △340,483 

前 期 繰 越 利 益   322,910   372,380  49,470 

中 間 配 当 額   144,797   173,751  28,954 

当 期 未 処 分 利 益   2,563,712   2,243,744  △319,968 
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(3)キャッシュ・フロー計算書 (単位：千円) 
期 別 

 
科 目 

第 15 期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

第 16 期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

比較増減(△) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ･フロー    
１．税 引 前 当 期 純 利 益 4,190,035 3,605,147  
２．減 価 償 却 費 340,857 462,497  
３．退職給付引当金の減少額 △  16,646 △  13,445  
４．役員退職慰労引当金の増減額 △  1,059   15,398  
５．賞 与 引 当 金 の 増 減 額 △  64,000   28,000  
６．貸 倒 引 当 金 の 増 加 額 3,096 15,185  
７．受取利息及び受取配当金 △  1,845 △  3,416  
８．支 払 利 息 146 102  
９．投 資 有 価 証 券 売 却 損 ― 4,800  
10．投 資 有 価 証 券 評 価 損 1,504 30,416  
11．電 話 加 入 権 評 価 損 31,503 17,980  
12．有 形 固 定 資 産 売 却 損 ― 20,124  
13. 無 形 固 定 資 産 売 却 損 ― 4,759  
14．有 形 固 定 資 産 除 却 損 15,698 78,203  
15. 無 形 固 定 資 産 除 却 損 ― 14,800  
16．売 上 債 権 の 増 加 額 △1,268,895 △1,393,694  
17．棚 卸 資 産 の 減 少 額 490,761 72,697  
18．仕 入 債 務 の 減 少 額 △ 192,732 △  93,730  
19．未 払 金 の 増 加 額 71,360 214,779  
20．未払消費税等の増減額 22,414 △ 139,991  
21．その他流動資産増加額 △  58,908 △  57,015  
22．その他流動負債増減額 72,845 △ 151,263  
23．役 員 賞 与 の 支 払 額 △  18,500 △  25,000  

小 計 3,617,634 2,707,335 △ 910,299 
24．利息及び配当金の受取額 1,808 3,443  
25．利 息 の 支 払 額 △   146 △   102  
26．法 人 税 等 の 支 払 額 △1,829,876 △1,364,050  

営業活動によるキャッシュ･フロー 1,789,420 1,346,625 △ 442,794 
Ⅱ 投資活動によるキャッシュ･フロー    
 １．有価証券の償還による収入 ― 9,851  
２．有形固定資産の取得による支出 △ 443,319 △ 637,364  
３．無形固定資産の取得による支出 △ 139,447 △  113,217  
４．無形固定資産の売却による収入 ― 3,149  
５．投資有価証券の取得による支出 ― △   27,131  
６．投資有価証券の売却による収入 ― 45,200  
７．関係会社株式取得による支出 △ 109,284 △ 290,000  
８．関係会社株式減資による収入 ― 99,284  
９．敷金及び保証金の差入による支出 △ 239,363 △ 277,833  
10. 敷金及び保証金の返還による収入 17,515 121,919  
11．貸 付 金 増 減 額 8,247 △  3,322  
12．そ の 他 △  36,403 △  40,855  

投資活動によるキャッシュ･フロー △ 942,054 △1,110,320 △ 168,265 
Ⅲ 財務活動によるキャッシュ･フロー    
１．配 当 金 の 支 払 額 △ 433,395 △ 375,543  
２．短期借入金の返済による支出 ― △  10,000  
３．自己株式の取得による支出 △  1,477 △ 118,029  

財務活動によるキャッシュ･フロー △ 434,872 △ 503,573 △  68,700 
Ⅳ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 の 増 減 額 412,493 △ 267,267 △  679,760 
Ⅴ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 首 残 高 5,215,385 5,627,878 412,493 
Ⅵ 現 金 及 び 現 金 同 等 物 期 末 残 高 5,627,878 5,360,610 △ 267,267 
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(4)利益処分案    (単位：千円) 

期 別 
科 目 

第 15 期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

第 16 期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

比較増減(△) 

Ⅰ 当 期 未 処 分 利 益   2,563,712  2,243,744 △ 319,968 

Ⅱ 任意積立金取崩額       

１.固定資産圧縮積立金取崩額  ― ― 4,344 4,344 4,344 

合計   2,563,712  2,248,088 △ 315,623 

       

Ⅲ 利 益 処 分 額       

１．配 当 金  202,712  172,842   

２．役 員 賞 与 金  25,000  21,000   
  （取締役賞与金）  (23,650)  (20,000)   
  （監査役賞与金）  ( 1,350)   ( 1,000)   

３．任 意 積 立 金       

  固定資産圧縮積立金  13,620  ―   

  別 途 積 立 金  1,950,000 2,191,332 1,700,000 1,893,842 △ 297,489 

Ⅲ 次 期 繰 越 利 益   372,380  354,245 △  18,134 

       
 (注)1.利益配当金は、自己株式30,488株を控除して計算しております。 

2.平成14年11月30日に173,751千円(１株当たり30円00銭)の中間配当を実施致しました。 
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重 要 な 会 計 方 針 

1.有価証券の評価基準及
び評価方法 
(1)子会社株式 

 
 
移動平均法による原価法 

(2)その他有価証券 ①時価のあるもの 
 決算末日の市場価格等に基づく時価法 
 (評価差額は、全部資本直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算定) 

②時価のないもの 
 移動平均法による原価法 

 
2.たな卸資産の評価基準及
び評価方法 

 

(1)仕掛品  個別法による原価法 
(2)貯蔵品  移動平均法による原価法 

 
3.固定資産の減価償却の方
法 

 

(1)有形固定資産 定率法(主な耐用年数 建物3～15年、器具及び備品 4～8年)  
(2)無形固定資産 定額法 

自社利用のソフトウェアについては、社内における見込利用可能期間(５年)に基づく定額
法を採用しております。 

4.引当金の計上基準  
(1)貸倒引当金  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念

債権等の特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しており
ます。 
 

(2)賞与引当金  従業員の賞与の支給に備えるため、支給見込額を計上しております。 
 

(3)退職給付引当金  従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見込
額に基づき計上しております。 
 過去勤務債務は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間(14年)で定額法により処理して
おります。数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以
内の一定の年数(10年)による定率法により発生の翌事業年度から費用処理することとして
おります。 
 

(4)役員退職慰労引当金  役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上しております。 
 

5.リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引
については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 
 

6.キャッシュ・フロー計算
書における資金の範囲 

 キャッシュ・フロー計算書における資金(現金及び現金同等物)は、手許現金、随時引出し
可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな
い取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
 

7.その他財務諸表作成のた
めの重要な事項 

 

(1)消費税等の会計処理  消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっております。 
 

(2)自己株式及び法定準
備金取崩の取崩等に
関する会計基準 

「自己株式及び法定準備金の取崩等に関する会計基準」（企業会計基準第１号）が平成14
年４月１日以後に適用されることになったことに伴い、当事業年度から同会計基準によって
おります。これによる当事業年度の損益に与える影響は軽微であります。 
なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度における貸借対照表の資本の部について

は、改正後の財務諸表等規則により作成しております。 
 

(3)1株当たり情報 「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期
純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）が平成14年４月１日
以後開始する事業年度に係る財務諸表から適用されることになったことに伴い、当事業年度
から同会計基準及び適用指針によっております。なお、これによる影響については、「１株
当たり情報に関する注記」に記載しております。 
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表示方法の変更 
第 15 期 

自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

第 16 期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

――――― 
 
 
 

 前期まで区分掲記しておりました前受収益(当期末残高
 13千円)は、資産の合計額の100分の１以下となったので、
 流動負債の「その他」に含めて表示することにしました。 
 

 

 

追 加 情 報 
第 15 期 

自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

第 16 期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

(自己株式) 
前事業年度において資産の部に表示しておりました自己株
式(流動資産119千円)は、財務諸表等規則の改正により、当
事業年度末は資本の部の末尾に控除方式で表示しておりま
す。 

 
――――― 

 
 
 

 
 

 

注 記 事 項 

(貸 借 対 照 表 関 係) 
第 15 期 

(平成14年３月31日現在) 
第 16 期 

(平成15年３月31日現在) 
※１ 会社の発行する株式の総数及び発行済株式数は、次

のとおりであります。 
授 権 株 式 数    21,096,000株 
発行済株式総数    5,791,920株 
 

※１ 会社の発行する株式の総数及び発行済株式数は、次
のとおりであります。 
授 権 株 式 数    21,096,000株 
発行済株式総数    5,791,920株 
 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 877,460千円 
 

※２ 有形固定資産の減価償却累計額 1,110,682千円 

※３        ――――― 
            

※３ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式 30,488株
であります。 

４ 
          ――――― 

４  商法第290条第１項第６号に規定する資産に時価を
付したことにより増加した純資産額は3,897千円であ
ります。 

 
 

(損 益 計 算 書 関 係) 
第 15 期 

自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

第 16 期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

※１ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 
建        物   12,315千円 
器 具 及 び 備 品    3,383千円 
賃借建物原状回復費用    9,201千円 
    計        24,900千円 

※１ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 
建        物   71,870千円 
器 具 及 び 備 品    6,332千円 
ソ フ ト ウ ェ ア   14,800千円 
賃借建物原状回復費用等   30,296千円 
    計        123,300千円 
 

※２                 
 
          ――――― 
 

※２ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 
器 具 及 び 備 品   20,124千円 
ソ フ ト ウ ェ ア    4,759千円 
    計        24,883千円 

 
※３ 時価の著しい下落により、回復の見込がないため、評

価替えを行ったことによる損失金であります。 
※３                同    左 

 



添付資料添付資料添付資料添付資料    4708 ㈱もしもしホットライン
 

－ 9 － 

(キャッシュ・フロー計算書関係) 
第 15 期 

自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

第 16 期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

1.現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係(平成14年３月31日現在) 

 現金及び預金勘定     5,627,878千円  
 現金及び現金同等物     5,627,878千円 

 

1.現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲記されている
科目の金額との関係(平成15年３月31日現在) 

 現金及び預金勘定     5,360,610千円  
 現金及び現金同等物     5,360,610千円 

 
 

 

(リース取引関係) 

期 別 
 
項 目 

第 15 期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

第 16 期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

1.リース物件の所有権が借
主に移転すると認められ
るもの以外のファイナン
ス･リース取引 

  

   (単位：千円)     (単位：千円)  (1)リース物件の取得価
額相当額、減価償却
累計額相当額及び期
末残高相当額 

 
 

取得価額 
相 当 額 

減価償却
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額 

  
 

取得価額 
相 当 額 

減価償却
累 計 額 
相 当 額 

期末残高 
相 当 額 

 

  建 物 2,145 1,609 536   建 物 2,145 2,038 107  

 
 
器具及び
備 品 

130,544 92,510 38,034   
器具及び
備 品 

58,357 48,949 9,407  

 
 
ソ フ ト 
ウ ェ ア 

26,210 17,608 8,601   
ソ フ ト 
ウ ェ ア 

15,530 11,647 3,882  

  合 計 158,901 111,728 47,172   合 計 76,032 62,635 13,397  

   
(2)未経過リース料期末
残高相当額 

１ 年 内       32,136千円 
１ 年 超       19,822千円 

計        51,959千円 
 

１ 年 内      13,261千円 
１ 年 超       1,753千円 
計         15,015千円 

 
( 3 )当期の支払リース
料・減価償却費相当
額及び支払利息相当
額 

支払リース料      45,715千円 
減価償却費相当額    39,792千円 
支払利息相当額     4,339千円 

 

支払リース料      32,140千円 
減価償却費相当額    27,687千円 
支払利息相当額     2,215千円 

 
(4)減価償却費相当額の
算定方法 

 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零
とする定額法によっております。 
 

同    左 

(5)利息相当額の算定方
法 

 リース料総額とリース物件の取得価額相
当額との差額を利息相当額とし、各期への配
分方法については、利息法によっておりま
す。 

同    左 
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(有価証券関係) 

前事業年度(平成14年３月31日現在) 

 (1)その他有価証券で時価のあるもの 
   (単位：千円)

種 類 取得原価 貸借対照表計上額 差 額 

貸借対照表計上額が取得原価を超えるもの    

1．株   式 10,560 24,220 13,660 

2．債   券 ― ― ― 

国 債 ・ 地 方 債 等 ― ― ― 

社 債 ― ― ― 

そ の 他 ― ― ― 

3．そ の 他 ― ― ― 

小 計 10,560 24,220 13,660 

貸借対照表計上額が取得原価を超えないもの    

1．株   式 ― ― ― 

2．債   券 ― ― ― 

国 債 ・ 地 方 債 等 ― ― ― 

社 債 ― ― ― 

そ の 他 ― ― ― 

3．そ の 他 10,000 9,873 △  126 

小 計 10,000 9,873 △  126 

合 計 20,560 34,093 13,533 

 

(2)当事業年度中に売却したその他有価証券 (単位：千円)

売 却 額 売 却 益 の 合 計 額 売 却 損 の 合 計 額 

501,752 ― ― 

 

(3)時価評価されていない主な有価証券 
  (単位：千円)

種 類 貸借対照表計上額 摘 要 

その他有価証券   

非 上 場 外 国 債 券 200,000  

店 頭売買株式を除く非上場株式 195,293  

 

(4)その他有価証券のうち満期があるものの今後の償還予定額 
   (単位：千円)

種 類 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超 

債   権 ― ― ― ― 

国債・地方債等 ― ― ― ― 

社 債 ― ― 200,000 ― 

そ の 他 ― ― ― ― 

そ の 他 9,873 ― ― ― 

合 計 9,873 ― 200,000 ― 
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当事業年度(平成15年３月31日現在) 

当事業年度に係る「有価証券関係」（子会社株式で時価のあるものを除く）に関する注記については、連結財務

諸表における注記事項として記載しております。なお、当事業年度末における子会社株式で時価のあるものはあり

ません。 

 

 
(デリバティブ取引関係) 

第 15 期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

第 16 期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

 当社は、デリバティブ取引は、全く行っておりませんの
で該当事項はありません。 

 

当事業年度に係る「デリバティブ取引関係」に関する注
記については、連結財務諸表における注記事項として記載
しております。 

 

 

(退 職 給 付 関 係) 

前事業年度 

1.採用している退職給付制度の概要 

 当社は、確定給付型の制度として適格退職年金制度を設けております。 

 なお、平成７年3月より従業員退職金の25%について適格退職年金制度を採用しておりましたが、平成10年9月より適

格退職年金制度への移行割合を25％から50％に引き上げました。この移行割合は平成13年４月より100％に引き上げま

した。 

 なお、上記制度に加え、確定拠出年金制度を平成14年４月より導入しております。 

   

２.退職給付債務及びその内訳 (単位：千円)
期 別 

科 目 
第 15 期 

(平成14年３月31日現在) 

(1)退 職 給 付 債 務 △193,444 

(2)年 金 資 産 95,755 

(3)未 積 立 退 職 給 付 債 務(1)＋(2) △97,688 

(4)未 認 識 数 理 計 算 上 の 差 異 44,198 

(5)未 認 識 過 去 勤 務 債 務 △35,809 

(6)貸借対照表計上額純額(3)＋(4)＋(5) △89,299 

(7)前 払 年 金 費 用 ― 

(8)退 職 給 付 引 当 金(6)－（7） △89,299 

 

3.退職給付費用の内訳 (単位：千円)
期 別 

 
科 目 

第 15 期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

退 職 給 付 費 用   32,909 

(1)勤 務 費 用 28,853 

(2)利 息 費 用 4,732 

(3)期 待 運 用 収 益 ( 減 算 ) △1,259 

(4)過 去 勤 務 債 務 の 費 用 処 理 額 △2,772 

(5)数理計算上の差異の費用処理額 3,354 
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4.退職給付債務の計算基礎  

期 別 
科 目 

第 15 期 
(平成14年３月31日現在) 

(1)割 引 率 2.5％ 

(2)期 待 運 用 収 益 率 1.7％ 

(3)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 

(4)過 去 勤 務 債 務 の 処 理 年 数 
(発生時の従業員の平均残存勤務期間で定額法によ
り処理しております) 

14年 

(5)会計基準変更時差異の処理年数 一 括 

(6)数理計算上の差異の処理年数 
翌事業年度から10年(定率

法) 
 

当事業年度 

 当事業年度に係る「退職給付関係」に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記載しております。 

 

 

(税 効 果 会 計 関 係) 

１.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 (単位：千円)
期 別 

科 目 
第 15 期 

(平成14年３月31日現在) 
第 16 期 

(平成15年３月31日現在) 
繰延税金資産(流動資産)   
未 払 事 業 税 86,282 113,058 
賞 与 引 当 金 101,511 154,649 
一 括 償 却 資 産 35,033 22,943 
未 払 事 業 所 税 20,053 21,348 
そ の 他 2,297 20,860 

計 245,179 332,861 
繰延税金資産(固定資産)   
退 職 給 付 引 当 金 29,190 22,272 
役 員 退 職 慰 労 引 当 金 20,206 25,691 
一 括 償 却 資 産 13,208 9,315 
そ の 他 11,486 25,058 

計 74,092 82,338 
繰延税金負債(固定負債)   
圧 縮 積 立 金 △  5,727 △ 3,755 
そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金 △  5,744 △ 2,651 

計 △ 11,471 △ 6,407 
繰延税金資産の純額 307,800 408,792 

   
   
 

２. 繰延税金資産(固定)及び繰延税金負債(固定)の計算に使用した法定実効税率は、前期 42.05％、当期 40.49％で

あり、当期における税率の変更により、繰延税金資産(固定)の金額（繰延税金負債(固定)の金額を控除した金額）が

2,925千円減少し、当期費用計上された法人税等調整額の金額が3,027千円、その他有価証券評価差額金が102千円増

加しております。 
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（関連当事者との取引） 

前事業年度(自 平成13年４月１日 至 平成14年３月31日) 

(1)親会社及び法人主要株主等     (単位：千円)

関 係 内 容 
属 性 

会社等の 
名 称 

住 所 
資 本 金 
ま た は 
出 資 金 

事業の内容
または職業 

議 決 権 等 
の 所 有 
( 被 所 有 ) 
割 合 

役 員 の 
兼 務 等 

事 業 上 
の 関 係 

取 引 内 容 取引金額 科 目 期末残高 

   百万円      千円  千円 
テレマーケティ
ング業務の提供 

174,838 売 掛 金 11,161 

販売手数料、事
務消耗品の購
入及び出向料 

168,740 

その他の
関係会社 

三井物産㈱ 東京都 
千代田区 

192,487 総合商社 被所有 
直接 0.7% 
間接34.1% 

兼務２名 
出向１名 

テレマーケティ
ング業務の提
供及び商品等
の仕入並びに
販売 

設備の購入 112,324 

未 払 金 44,444 

 (注)1.取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。 
2.取引条件ないし取引条件の決定方針等 
(1)当社業務の提供並びに商品の販売については、市場価格、総原価を勘案した当社希望価格を提示し、交渉を
行い、一般取引先の条件と同様に決定しております。 

(2)商品仕入、事務消耗品及び設備の購入については、市場価格を勘案の上、価格交渉を行い一般取引先の条件
と同様に決定しております。 

(3)関連当事者の営業協力により成約し、成約後も継続的な営業協力の対価としての販売手数料の料率について
は、当該業務の採算を検証し、交渉の上で料率を決定しております。 

 
(2)役員及び個人主要株主等 

 該当事項はありません。 

 

(3)子 会 社 等 

 該当事項はありません。 

 

(4)兄 弟 会 社 等      (単位：千円)

関 係 内 容 
属 性 

会社等の 
名 称 

住 所 
資 本 金 
ま た は 
出 資 金 

事業の内容
または職業 

議 決 権 等 
の 所 有 
( 被 所 有 ) 
割 合 

役 員 の 
兼 務 等 

事 業 上 
の 関 係 

取 引 内 容 取引金額 科 目 期末残高 

   百万円      千円  千円 
資金の貸付 ― 短期貸付金 300,000 その他の

関係会社
の子会社 

物 産 ク レ 
ジ ッ ト ㈱ 

東京都 
千代田区 

2,000 ノンバンク ― ― ― 

受取利息 418 未収収益 69 

 (注)1.取引額に変動が無い場合は、取引金額等の記載を省略しております。 
2.取引条件ないし取引条件の決定方針等 
貸付金利については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。 

 

 

当事業年度(自 平成14年４月１日 至 平成15年３月31日) 

 当事業年度に係る「関連当事者との取引」に関する注記については、連結財務諸表における注記事項として記載してお

ります。 
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(１株当たり情報) 

第 15 期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

第 16 期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

１株当たり純資産額       1,627.53円 １株当たり純資産額       1,900.21円 
１株当たり当期純利益金額     411.89円 １株当たり当期純利益金額     349.96円 
 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、
希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載し
ておりません。 

 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、
希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載
しておりません。 

  当事業年度から「１株当たり当期純利益に関する会計基
準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益
に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第
４号）を摘要しております。なお、当事業年度において従
来の方法によった場合の１株当たり当期純利益金額は、 
353円59銭となります。 

 

注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 第 15 期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

第 16 期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

当期純利益 (千円) ― 2,045,115 
普通株主に帰属しない金額  (千円) ―    21,000 
(うち利益処分による役員賞与金) ―    (21,000) 

普通株式に係る当期純利益  (千円) ― 2,024,115 
期中平均株式数 (株) ― 5,783,793 

 

 

（重要な後発事象）  

第 15 期 
自 平成13年４月１日 
至 平成14年３月31日 

第 16 期 
自 平成14年４月１日 
至 平成15年３月31日 

ストックオプション制度の採用について 
 当社は、平成14年６月26日開催の第15回定時株主総会
において、商法第280条ノ20及び第280条ノ21の規定によ
る新株予約権を発行することを決議いたしました。 

――――― 

 

２．役 員 の 異 動 
(1)代 表 者 の 異 動 

 該当事項はありません。 

 

(2)その他の役員の異動 
[平成15年６月25日付] 

○新任監査役候補   

社外監査役 久 持 俊 司 (現 セントラル警備保障株式会社 取締役経理部長) 

 （注）候補者は、「株式会社の監査等に関する商法の特例に関する法律」第１８条第１項に定める社外監査役 

候補者であります。 

   

○退任予定監査役   

監査役 出 佐 正 孝  

   

以上 


